

平成13年版 大阪労働白書 の概要

─大阪版ワークシェアリングの実現～多様な働き方ができる社会の実現に向けて─


　

【要約】 

第１部　大阪版ワークシェアリングの実現－多様な働き方ができる社会の実現に向けて

　第１部では、労働力需給の構造的変化の中で、労働者のニーズに応じた多様な働き方ができるようにすることにより、雇用機会を創出する「大阪版ワークシェアリング」を実現するための課題や今後の取組のあり方について調査・検討した大阪府産業労働政策推進会議の報告書の概要を紹介する。

◆労働力需給の構造的変化について
　近年、経済のグローバル化やIT化の進展など我が国産業を取り巻く環境は大きく変化するとともに、急速な少子高齢化により、人口構造も大きく変化しつつある。このような変化は、労働力の需給に大きな影響を及ぼしている。
　労働力需要面における変化としては、企業の生産拠点の海外シフト、生産ラインの省力化の進行などにより、定型的労働の需要は減少すると考えられる。事業所調査の結果をみても、約５割の事業所が、技術革新の進展によって、「単純・定型的・非裁量的労働」によりまかなわれる仕事は減少するが、「高度・非定型的・裁量的労働」によりまかなわれる仕事は増加すると考えている。
　また、全労働者に占めるフルタイム以外の労働者（短時間労働者など）の割合が拡大し、就業形態が多様化している。厚生労働省の調査結果から就業形態が多様化している背景を見てみると、企業側は「人件費の節約のため」が６割強ともっとも多く、労働者側は「自分に都合のよい時間に働けるから」や「家庭生活や他の活動と両立しやすいから」が比較的多くなっている。
　労働力供給面における変化としては、少子高齢化の進展に伴い、労働力人口が2005年をピークに減少に転じることが見込まれている。このような中で、経済が活力を維持し、さらなる発展をとげるためには、女性のより一層の職場進出や高齢者の能力の積極的な活用などが不可欠となっており、このためにも、労働者のニーズに応じた多様な働き方ができるよう条件整備を図る必要がある。
　従業員調査の結果でも、高齢者の働き方については、60歳以降も何らかの形で働きたいと考えている従業員が８割強を占め、高い就業意欲が現れている。女性の働き方については、結婚・出産後も働き続けたいと考えている従業員と、結婚・出産で一旦やめるが子育て後また働きたいと考えている従業員を合わせると約８割を占めるなど、高い就業意欲が現れている。
　また、価値観の多様化などに伴い、仕事、家庭生活、地域活動のバランスがとれたライフスタイルを求める労働者が増加するなど、労働者の就業意識の変化によって働き方の多様化が求められている。
◆大阪版ワークシェアリングの実現方策
　労働力の需給構造が大きく変化し、労働者の希望するライフスタイルや働くことに対する価値観が多様化する中、労働者においては、自己のライフステージやライフスタイルにあった働き方を求めるようになってきている。
　一方、企業にあっては、経済のグローバル化や規制緩和の進展に伴って企業間競争が激化する中、このような厳しい競争に打ち勝つには、優秀な人材を確保することが不可欠になっており、労働者の働きやすい環境づくりが急務となっている。
　また、少子高齢化の進展に伴い、経済社会の活力低下などが懸念されている。
　こうした状況のもと、労働者の職業生活を充実したものとするためにも、経済活力を維持・向上するためにも、労働者が、育児や職業能力開発などの必要が生じたときでも、本人の意欲と能力次第で、働くこと・働き続けることができるような社会を構築していくことが求められている。
　そこで、大阪の特性を踏まえつつ、労働者のニーズに応じた多様な働き方ができるようにすることにより、雇用機会を創出する「大阪版ワークシェアリング」の実現方策について提言する。
（１）多様な働き方を可能にするための条件整備
　労働者のニーズに応じた多様な働き方を可能にするためには、労働者が自ら労働時間を選択できるようにすることが必要であり、多様で自由度の高い労働時間制度を設けることが第一条件となる。また、このような労働時間制度を導入したとしても、所定外労働時間が増加すれば、制度の実効性が確保できないことから、総労働時間を短縮する必要がある。さらに、契約期間の定めのない短時間労働制を確立し、フルタイム労働者との転換（相互乗り換え）制度を設け、フルタイム労働者が短時間労働を、短時間労働者がフルタイム労働を選択できるようにする必要がある。
（ア）労働時間制度の整備と沿う労働時間の短縮
　労働者のライフステージやライフスタイルに合った働き方を実現するには、企業において、フルタイム労働者の所定内労働時間を、週40時間だけといった画一的なものにするのではなく、週30時間や週４日間勤務といった多様な労働時間も提示するなど、労働者のニーズに応じて所定内労働時間を選択できる制度を設けることが必要である。また、労働者の自律性に委ねる部分が大きく、自由度の高い労働時間制であるフレックスタイム制や裁量労働制の普及・有効活用を図っていく必要がある。
　従業員調査においても、「所得」と「余暇時間」との選択に関し、「所得」よりも「余暇時間」を選択する従業員の方が多く、また、フレックスタイム制や裁量労働制などがあれば利用したいとした従業員が全体の８割を超えるなど、多様な働き方を可能にする労働時間制度に対するニーズが高い。
　これらの制度を実現するためには、労働時間の変更や弾力化による労働条件の見直しなどを労使間で話し合い、企業内での合意をもとにルール化することが重要である。また、行政にあっては、先進事例等の紹介を行うなど、情報提供を通じて労使における取組を支援していくことが必要である。
　また、このような労働時間制度を導入したとしても、サービス残業を含む所定外労働時間が増加すれば、制度の実効性を確保できないことから、総労働時間の短縮に向けた取組を進めていく必要がある。
（イ）契約期間の定めのない短時間労働制の確立と転換制度の整備
　労働者の短時間労働に対するニーズが高い中で、企業側において、フルタイム労働者が短時間労働を選択しやすくなるような処遇・労働条件を提示できれば、労働者の多様な働き方の実現に結びつくと思われる。
　このため、企業においては、フルタイム労働者と同じ職務を行い、一定の能力を有する短時間労働者の処遇や労働条件について、フルタイム労働者との均衡を考慮した雇用管理を行っていくことが重要である。また、「短時間労働＝非正規従業員＝有期労働契約」といった固定観念を払拭し、フルタイム労働者が契約期間の定めのない短時間労働を選択できるよう、雇用管理制度を整備する必要がある。
　また、労働者が職業生活を中断することなく、働き続けることができるようにするには、労働者個人のライフステージやライフスタイルに応じて、フルタイム労働か短時間労働かを選択できることが重要であり、フルタイム労働者と短時間労働者との転換（相互乗り換え）制度が企業内で整備される必要がある。
　事業所調査の結果をみると、転換制度を設けている事業所の割合は３割弱に止まっており、労使においては、転換制度の導入について検討することが重要である。
（２）雇用機会の確保・拡大を図るための取組－職業能力の開発・向上
　企業が人件費を含めたコスト削減に取り組んでいる中で、雇用機会の拡大を図ることは非常に厳しい状況にある。労働者の雇用が確保され、多様な働き方が可能となる社会を実現するためには、労働者が職業能力を開発・向上して、内部労働市場のみならず、外部労働市場でも評価されるよう、その価値を高める必要がある。
　また、多様な働き方を可能にする労働時間制度は、人事労務管理の複雑化などのデメリットを企業にもたらすことから、当該制度の成否は、デメリットがあってもなお導入することが、企業経営にとってトータルでメリットになるといった考え方を企業がもてるかどうかにかかっており、労働者の側が企業の求める労働力を供給するに足るだけの能力を身につけることが重要である。
　このため、労働者にあっては、これまでの職業生活で培った能力をベースにしつつ、労働市場で評価されるよう、エンプロイアビリティ（雇用される実践的な職業能力）の向上を図っていくことが必要である。また、企業においては、自主的な能力開発に対する経済的・時間的支援を行うとともに、能力開発の成果が適切に評価されるような人事・処遇制度を導入することが重要である。さらに、行政においては、在職者向けの職業能力開発や教育訓練に係る経済的支援制度の利用促進を図るとともに、技能検定やビジネスキャリア制度の一層の普及を図るなど社会的な職業能力評価制度を整備していく必要がある。
（３）大阪の地域特性を踏まえた取組
　企業家精神にあふれている、製造業が多い、中小企業の比率が高い、といった大阪の地域特性を踏まえた取組を進めていく必要がある。
（ア）創業支援
　労働者が転職等をする際、事業を起こし、企業を経営するといった働き方が選択肢のひとつとして捉えられつつある。
　もとより、大阪は、これまで、企業家精神にあふれた街であったが、現在では、廃業率が開業率を上回るなど、事業所の開業率の低下が大阪経済の活力低下の原因にもなっている。そこで、これまで培われてきた企業家精神を活かして、創業に結びつけていくことが求められている。
　従業員調査の結果では、「独立開業支援制度を利用したい」と回答した従業員が４割以上にも上っており、独立開業に必要な支援策として、「資金援助」「商品・経営ノウハウ等の情報提供」「取引先のあっせん・紹介」「独立開業準備のための特別休暇の付与」に対するニーズが高くなっている。
　このため、企業においては、独立開業準備のための特別休暇制度を設けるなど、労働者の独立開業を側面から支援することが望まれる。また、行政にあっては、創業に対する、資金面、経営面、技術面にわたる支援を充実させていく必要がある。
（イ）高齢者の能力活用による技能伝承と企業間ネットワークの活用
　大阪は、製造業のウエイトが高い都市であるが、後継者不足などによって、これまで培われてきたモノづくりの技能を伝承することが困難となっている。また、中小企業では、厳しい経営環境から、中長期的視点にたって新規採用者を一から人材育成する余裕がなくなっているケースも見受けられる。
　このような中、これまでに蓄えられてきた高齢者の技能を伝承するには、技能を有する高齢者とこれから技能を身につけようとしている若年労働者や中途採用者が一緒にモノづくりに携わるなど、一つの仕事を共同で行うことを通じて伝承する方法が効果的である。
　このため、企業にあっては、高度な技能を有する高齢者の能力を活用するため、高齢者が他の労働者と仕事を分かち合って短時間労働として働く「ペアパート」のような働き方を用意するなど、高齢者の働きやすい環境を整備することが求められる。また、行政にあっては、高度な技能を有する高齢者の協力を得て、人材情報を提供するなど、技能を活かしたいとする企業とのマッチングを支援していく必要がある。
　また、中小企業のまち、大阪では、様々な産業の集積地の中で、企業間のネットワークを構築し、活躍している中小企業も多く見られる。
　従業員数の少ない中小企業において、ワークシェアリングを実現するには、このような企業間のネットワークを活かすとともに、中小企業が持ち前の機動性・柔軟性を人事管理の中でも発揮することが重要である。
　例えば、ネットワークを組んでいる企業の間で、労働者のニーズに応じて労働移動できるような、あるいは、複数の企業に勤めることができるような仕組みが構築されれば、労働者は、自己のライフステージやライフスタイルにあった労働条件を提示する企業を選択できる可能性や様々なスキルを身につける機会も高まる。また、企業にとっても、業績や仕事の繁閑に応じて、人材をタイムリーに確保することができるメリットが考えられる。
　このような仕組みを構築するには、ネットワークを組む企業同士が、これまで以上に連携を強化し、人材の過不足や労働条件に関する情報の交換などを密にしていく必要がある。また、行政にあっては、企業のニーズに応じて、企業間の連携強化を支援していく必要がある。
（４）仕事・家庭生活・地域活動のバランスの確保
　共働き世帯の増加、高齢化に伴う要介護者の増加等により、男女を問わず、育児や介護を積極的に担っていく必要性が高まる中で、仕事と家庭生活との両立が求められている。また、ボランティア活動をはじめ地域社会における様々な人たちとの交流などを通じて自己実現や心身のリフレッシュを図ろうとする労働者が増加するなど、仕事と家庭生活との両立に加え、地域活動への参加に対するニーズも高まっている。
　しかしながら、従業員調査の結果をみると、「仕事と家庭生活・地域活動のバランス」がとれたライフスタイルを希望する労働者は多いものの、現実にはバランスのとれている労働者は少ない。
　このため、企業においては、仕事と家庭とが両立できるファミリーフレンドリーな取組を行うとともに、今後は、家庭生活に加え、地域活動も視野に入れて、仕事と生活とが両立できるような取組を行うライフスタイルフレンドリーな企業を目指すことが求められている。具体的には、育児休業制度や介護休業制度などを、男女を問わず利用しやすくするための条件整備を行うとともに、ボランティア休暇制度を導入するなどして、従業員が地域活動へも積極的に参加できるようにしていく必要がある。行政においては、こうした取組を積極的に推進している企業を表彰するなど、その理念が企業文化として定着するよう取り組む必要がある。
　
第２部　労働経済の動向

◆労働経済の動向（第１章）
　平成12年の大阪の雇用失業情勢をみると、有効求人倍率は、平成12年平均で0.48倍（全国0.59倍）と前年から0.11ポイント上昇（全国0.11ポイント上昇）したものの、大阪府を含む近畿の完全失業率は5.9％と過去最悪を記録した。
◆労働市場の動向（第２章）
　平成12年10月１日現在の大阪府の人口は880万4,806人（男性430万3,631人、女性450万1,175人）と、前年に比べ4,106人減少（0.05％減）となった。
　府内の雇用者の推移を「常用雇用指数」（平成７年の常用労働者数＝100）からみると、平成12年は94.0（規模30人以上）と対前年比2.5％減となっている。
◆求人・求職の状況（第３章）
　平成12年の府内の新規求人数は前年比25.5％増と大幅な増加となったが、新規求職者数は同0.1％増と前年並みになっている。この結果、有効求人倍率は、0.48倍と前年より0.11ポイント上昇した。年齢階層別の有効求人倍率は、「24歳以下」で0.95倍、「25～34歳」で0.67倍、「35～44歳」で0.90倍、「45～54歳」で0.32倍、「55歳以上」で0.10倍と各階層とも前年より上昇した。
◆新規学卒者の進路状況（第４章）
　平成12年３月の府内中学校卒業者のうち、就職者は1,267人と前年より23.2％減少し、就職率は1.4％とこれまでで最も低くなっている。
　また、平成12年３月の府内の高等学校卒業者のうち就職者は11,260人と前年より13.9％減少し、就職率は13.6％とこれまでで最も低くなっている。
　府内４年制大学卒業者に占める就職者の割合を男女別にみると、平成12年３月で男女の就職率が55.4％（前年比6.2ポイント減）、女性の就職率が52.8％（前年比3.1ポイント減）となっている。
　また、府内短期大学の卒業者に占める就職者の割合を男女別にみると、平成12年３月で男性の就職率が41.3％（前年比3.1ポイント減）、女性の就職率が57.4％（前年比3.1ポイント減）となっている。
◆女性労働者の雇用動向と職業生活・家庭生活との両立（第５章）
　平成12年の府内の女性常用労働者の平均賃金は、25万7,841円（平均年齢34.8歳）、男性常用労働者の平均賃金は39万7,834円（平均年齢40.8歳）で、平均年齢、平均勤続年数、所定外給与総額が異なるため単純に比較できないが、女性の平均賃金は男性の約65％に相当する。
◆パートタイム労働者等の雇用動向（第６章）
　週間就業時間が35時間未満の短時間雇用者（非農林業）は、平成12年には、全国で1,053万人（うち女性は754万人）で雇用者総数に占める割合は20.0％で前年（21.8％）より1.8ポイント下回った。
　府内の平成12年のパートタイム労働者の新規求人倍率は2.27倍と前年（1.81倍）に比べ0.46ポイント上昇した。
　また、府内の平成12年の女性パートタイム労働者の時給は平均で951円（前年958円）であった。
◆高年齢者の雇用就業動向（第７章）
　府内企業のうち、60～64歳の定年制を定めている企業のうち、継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度）を有する企業は54.7％となっている。
　府内の高年齢者（55歳以上）の有効求人倍率は、平成12年10月時点で0.10倍（前年0.07倍）と若干改善したものの、引き続き厳しい状況となっている。
　また、府内36のシルバー人材センターの会員数は合計４万3,437人となっている。（平成13年３月末現在）
◆障害者の雇用動向（第８章）
　「障害者の雇用の促進等に関する法律」により障害者の雇用義務がある大阪府内の企業の障害者実雇用率は1.56％（平成12年６月１日現在）と前年に比べ0.04ポイント増加したものの、法定雇用率の1.8％を下回っている状況にある。また、府内法定雇用率未達成企業の割合は57.4％であった。
　全体の常用雇用者数は前年に比べて減少しているが、障害者の雇用数は30,768人と前年に比べて748人増加（2.5％増）している。
◆日雇労働者の雇用動向（第９章）
　平成12年度の(財)西成労働福祉センターにおける日雇労働者への就労あっせん数（日々雇用）は、82万9,826人と前年度に比べ23.2％増加したものの、平成７年度の65％程度の水準にとどまっている。
◆外国人労働者の雇用動向（第10章）
　府内における外国人登録者数は20万6,698人（全国155万6,113人）と東京に次いで全国２位となっている（平成11年末現在）。
　労働省の「外国人雇用状況報告制度」の調査結果によれば、平成12年６月現在、大阪府内の外国人労働者数は6,742人で全国第10位となっている。
　また、平成11年の大阪府内における不法就労の摘発状況は、3､299人と６年ぶりに増加（前年比10.5％増）に転じた。
◆労働条件（第11章）
　平成12年府内の常用雇用者の平均賃金（定期給与総額）は36万44円と、前年とほぼ同額となっている。企業規模別格差をみると、「500人以上規模」の事業所の平均給与総額を100とした場合、「30～99人規模」は85.9（前年87.7）、「100～499人規模」は88.4（前年88.5）となっており、それぞれ企業規模間格差はやや拡大した。
　産業別では、所定内給与総額の最も高いのが、「建設業」（33万5,809円）で、逆に最も低いのが「製造業」（32万3,501円）となっている。
　平成11年の年末一時金の平均支給額は62万8,465円と前年に比べ減少（前年比4.7％減）したが、平成12年の夏季一時金の平均支給額は60万550円と前年に比べ増加（前年比2.2％増）している。
　平成12年の府内事業所の労働者の年間総実労働時間は、1,836時間と、前年と比べ12時間増加した。
　また、府内における週休２日制を実施している企業の割合は、平成11年12月現在で91.3％（前年比0.8ポイント増）となっている。
　府内常用労働者の年休の取得率（平成11年８月１日～平成12年７月31日）は51.9％（前年比2.1ポイント増）で、取得日数は8.0日（前年8.5日）となっている。
◆職業能力開発（第12章）
　平成12年度の高等職業技術専門校等における普通職業訓練の普通課程は、修了者428人であり、普通職業訓練の短期課程は、修了者575人であった。テクノ講座は、3,367人が受講した。
　障害者の職業訓練を実施している大阪障害者職業能力開発校及び芦原高等職業技術専門校では、修了者114人であった。
　知事が認定する企業内職業能力開発「認定職業訓練」の実績は、92件２万283人となっている。
　生涯能力開発給付金の支給対象者数は延べ６万889人であり、支給額は13億1,209万円であった。
　また、平成12年度の技能検定の府内の合格者数は、5,475人、累計では13万9,624人となった。
◆雇用保険・労災保険制度（第13章）
　平成12年度における府内の雇用保険の適用状況は、適用事業所数17万1,752所（前年度比1.4％増）、一般被保険者数305万1,241人（同0.1％減）となっている。基本手当の受給者実人員は月平均７万9,224人（前年度比6.4％減）、基本手当支給額は1,567億3,684万円（同7.8％減）となった。
　平成11年度の府内の労災保険の適用労働者数は397万5,903人で、前年度比0.1％増となっている。また、労災保険の府内給付額は約688億円となっている。
　なお、府内の死亡災害（平成12年）は103人と、前年比17人増となった。
◆労使関係（第14章）
　府内の労働組合の組織状況は、平成12年６月30日現在で5,983組合（対前年比0.6％減）、組合員数は94万9,915人（同3.3％減）となった。また、推定組織率は21.2％（前年比0.7ポイント減）となった。
　平成12年春闘の府内の加重平均妥結額は5,733円（前年度比382円減）、率は1.95％（同0.09ポイント減）となった。
　平成12年の夏季一時金の単純平均妥結額は56万8,145円（2.01か月）、年末一時金の単純平均妥結額は60万103円（2.13か月）であり、ともに前年を上回る結果となった。
　また、大阪府地方労働委員会に新規に係属した平成12年の調整事件は39件（前年比12件減）で、不当労働行為の救済申立て件数は85件（前年比26件減）であった。新規の審査事件の内容では、「組合活動を理由とする不利益取扱い等（１号事件）」が最も多く、65件となっている。
　大阪府商工労働部に寄せられた平成12年度の労働相談件数は10,761件（前年比2.0％減）と前年に比べて減少したが、３年連続で１万件を超えた。内容については、「労働条件に関する相談」が6,342件と最も多く、「セクシュアル・ハラスメントに関する相談」の件数も369件と平成４年度のとりまとめ以降最多となっている。

